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第8章 国際機関及び国際協力

第1節 国 際 機 関

1概 況

通信はその本来的性質からみて世界的なものであ り,世 界を通信で結ぶた

めには,ま ず第一に国際間に統一 された合意を必要とする。そのため,郵 便

及び電気通信に関する国際協力を維持 ・増進するための政府間国際機間であ

る万国郵便連合(UPU)及 び国際電気通信連合(ITU)は,他 の国際機関に

先駆けて早 くから設立され,既 に100年 に及ぶ歴史を有し,ま た,加 盟国数

においても140か 国を超す大きな組織 となっている。

毎 日,無 数のメッセージが有線,無 線あるいは郵便によって,こ の地球上

の人間の作った国境を越えて送 られ,文 化,社 会及び経済の発展に貢献 して

いる。 これらのことは今日では当然のこととされてお り,論 議 されることも

極めてまれである。

このことは取 りも直さず両連合の活動に対 し最高級の評価が与えられてい

ることを示す証拠である。なぜならぽ,も し両連合がなか ったならば,我 々

はいまだに国内通信手段 しか持たない羽 目となっていたと思われるか らであ

る。

我々は効率的な国際通信業務を当然のことと思っているが,こ のことはお

そ らく過去100年 間の両連合の業績を測る真の尺度であろう。

一方,宇 宙空間の物体を無線通信の中継媒体 として利用 し,大 洋をまた ぐ

長距離の広帯域通信網を改善しようという構想の下に発足 した国際電気通信

衛星機構(INTELSAT)も 既に12年 を経過 し,そ のメンバの構成において

も,ま た,サ ービスの範囲においてもグローバルな広が りに発展をみせてい

る。
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インテルサ ットは,人 類の宇宙憲章 といわれる 「月その他の天体を含む宇

宙空間の探査及び利用における国家活動を律する原則に関する条約」の法秩

序の下に宇宙を背景に確立された新たな国際機構であり,今 後進展が予想さ

れる海事衛星や海底資源開発等の国際協力分野に先例を提供するものとして

評価されている。

2万 国郵便連合(UPU)

(1)概 要

万国郵便連合(加 盟国153)は,創 設以来百年有余の歴史を有する国際連

合の専門機関の一つで,郵 便業務の効果的運営によって諸国民間の通信連絡

を増進し,か つ,文 化,社 会及び経済の分野における国際協力の発展に寄与

することを目的 とする政府間国際機関である。

我が国は,1877年 に加盟 してお り,現 在,連 合の常設機関である執行理事

会及び郵便研究諮問理事会の理事国として連合の活動において中心的かつ指

導的な役割を果た してきている。

連合の最高意思決定機関としては,原 則 として5年 に1回 開催される大会

議があ り,連 合の条約類は,こ の大会議で検討,改 正される。最近の大会議

は,1974年 にスイスのローザ ンヌで開催 され,改 正条約は,1976年1月1日

から効力を生 じている。我が国は,加 入が義務的である万国郵便連合憲章,

万国郵便連合一般規則及び万国郵便条約並びに加入が任意である価格表記書

状に関する約定及び小包郵便物に関する約定等諸条約の当事国である。

なお,我 が国は,ス イスのベルンにある国際事務局に職員2名 を出向させ

ている。

(2)執 行理事会(CE)

執行理事会は,大 会議から大会議までの間の連合の事業の継続を確保する

ことを任務とし,連 合の年次予算等の審査,承 認を行 うほか,大 会議から付

託された案件を研究し,そ の結果を条約類の改正案等の形で次の大会議に提

出する。理事国は大会議ごとに選出され,年1回 連合の所在地で会合する。
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1975年 の年次会合は,5月1日 から14日 まで開催 され,大 会議から付託さ

れた研究課題を10の委員会に配分 し,そ れらの研究方針を決定す る と と も

に,1975年 及び1976年 の連合の予算を審査,承 認 した。我が国は,財 政委員

会の議長国として委員会を主宰 し,連 合の活動上最 も重要な予算の編成,審

議及び承認に直接関与した。

(3)郵 便研究諮問理事会(CCEP)

郵便研究諮問理事会は郵便に関する技術上,業 務上,経 済上及び技術協力

上の問題につき研究を行い,意 見を表明することを任務 とする常設機関であ

り,理 事国は大会議ごとに選出され,ま た,そ の活動期間は次期大会議開催

の年までの5年 間とされている。

1974年 の ローザンヌ大会議の決議にもとつ く付託等により,同 年から本理

事会が取 り扱 うこととなった研究課題は約60件 あり,こ れらはいずれも1979

年の次期大会議前に報告書にまとめられることとなっている。

上記の研究課題のうち我が国は25の課題について作業部会に参加し,そ の

うちの2件 については研究を主宰 し,か つ,そ のとりまとめ,報 告の任にあ

たる主査国となっているが,1975年10月28日 か ら同11月7日 までスイスのベ

ルンで行われた1975年 の年次会合で,更 にもう1件 の主査国を引き受けるこ

ととなった。

(4)ア ジア ・オセアニア郵便連合(AOPU)

、アジア ・オセアーア郵便連合は,ア ジア及びオセアニアの地域内における

郵便業務の改善及び郵便上の協力関係の緊密化を図るためにUPU憲 章に基

づいて設立された限定郵便連合であ り,現 在,域 内のUPU加 盟国中11か国

が加盟 している。

我が国は,1968年 に加盟 し,以 来,特 に技術協力の面で積極的に貢献して

お り,郵 便業務の面では,本 連合加盟国あて船便の書状及び葉書の料金を一

般外国あての料金より40%引 き下げている。

この連合の最高機関は,大 会議であるが,第 三回大会議は,1975年11月 に

オース トラリアのメルボルンで開催された。主要な決定事項としては,「 ア
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ジア ・オ セ ア ーア郵 便 訓 練 学校 」 を 連合 の一 機 関 と した こ と及 び加 盟 国 あ て

船便 通 常 郵 便 物 に適 用 す る料 金 は,一 般 外 国 あて 料 金 を 現在 の40%以 上 か ら

25%以 上 引 き下 げ た も の とす る こ とに 改 め た こ とが 挙 げ られ る。

な お,改 正 条約 は,1977年5月1日 か ら施 行 され る。

3国 際電気通信連合(ITU)

(1)概 要

国際電気通信連合(加 盟国148)は,国 際連合の専門機関の一つで電気通

信の分野において広い国際的責任を有する政府間国際機関である。

我が国は,1879年 に万国電信条約に加入して以来,引 き続いて累次の条約

の当事国とな り,電 気通信の分野における国際協力の実を上げてきており,

1959年以降は,連 合の管理理事会の理事国及び国際周波数登録委員会の委員

の選出国として連合の活動に積極的に参加している。また,連 合の本部職員

として我が国から現在7名 が派遣されている。

(2)管 理理事会

管理理事会は,条 約,業 務規則,全 権委員会議の決定並びに連合の他の会

議及び会合の決定の実施を容易にするための措置をとり,ま た,全 権委員会

議から付託された案件を処理することを任務としている。

第30回 会期管理理事会は,1975年6月7日 から27日 まで3週 間スイスのジ

ュネーブにおいて開催 され,連 合の会議 ・会合計画,1976年 度予算,人 事関

係,技 術協力関係等について検討を行 った。

(3)国 際電信電話諮問委員会(CCITT)研 究委員会の京都開催

CCITTの 第15研 究委員会(伝 送方式),特 別研究委員会D(パ ルス符号変

調),合 同作業部会CNC(有 線ディジタル方式)及 び合同f乍業部会SGO(導

波管方式)の 会合は,我 が国の招請により1975年4月14日 から5月16日 まで

京都において開催された。これらの会合には,21か 国から233名 の代表が参

加し,398件 に及ぶ寄与文書が審議された。我が国からも56件 の寄与文書を

提出し,勧 告案の作成に貢献した。
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(4)長 ・中波放送に関する地域主管庁会議(第==会 期)

口)会 議の概要

1975年10月6日 から7週 間,ジ_ネ ーブにおいて,長 ・中波放送に関す

る第一地域(欧 州 ・アフリカ)及 び第三地域(ア ジア ・大洋州)の 合同地

域主管庁会議(第 二会期)が 開催 された。 この第二会期においては,1974

年10月 に開催 されたこの会議の第一会期で作成 された技術上,運 用上の基

準等を基礎とし,ま た各国から提出された周波数要求を基にして第一及び

第三地域における長 ・中波放送用の周波数割当計画を作成することとなっ

ていた。

会議の前に国際周波数登録委員会(IFRB)に 提出された各国の周波数要

求は約10,000局(現 在運用されている放送局の約2倍)に 達 して いたた

め,会 議においては,そ の調整をめぐって白熱 した議論が戦わ されたが,

最終的には,一 部のものを除 き,周 波数の変更,空 中線電力の低減,指 向

性空中線の採用,同 期放送の積極的な導入,昼 夜間の電力の切替え等の措

置を執ることにより,各 国間の調整が成 り,我 が国を含む100か 国によっ

て 「第一地域及び第三地域における中波帯並びに第一地域における長波帯

の周波数の放送業務による使用に関する地域協定」が締結された。

協定は,協 定本文(14条)及 び2つ の附属書か ら成っている。協定本文

には,こ の協定を承認 し又は加入 した連合員は長 ・中波帯を使用する自国

の放送局については協定の第一附属書(周 波数割当計画)に 掲げられてい

る周波数,電 力等を採用 しなけれぽならない こと,周 波数割当計画に含ま

れていない放送局を新設 しようとするとき又は周波数割当計画に含まれて

いる放送局の周波数,電 力,設 置場所等の技術特性を変更 しようとすると

きは,原 則 として,あ らか じめこれによって影響を受けるとみなされる放

送局を有する主管庁の同意を求めなければな らないこと及びこの場合の手

続等が規定 されているほか,周 波数割当ての通告手続,協 定の適用範囲,

協定への加入,脱 退の手続,協 定の発効期 日,有 効期間等が規定されてい

る。
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第一附属書はいわゆる周波数割当計画であ り,こ れには,第 一及び第三

地域の中波放送局及び第一地域の長波放送局の諸元(周 波 数,局 名,国

名,設 置場所,搬 送波電力,空 中線,運 用時間等)が 掲げられている。こ

こに掲げられている放送局の数は約10,000局 に上 っているが,我 が国の中

波放送局についても要求した109波,509局 のものが掲げられている。

第二附属書は,周 波数割当計画の作成に使用され,か つ,協 定の適用に

際 しても使用される技術資料が掲げられている。

この協定は,1978年11月23日(0001GMT)に 発効することとなってい

る。したがって,同 日以降は第一及び第三地域の長 ・中波放送局はすべて

上記周波数割当計画に掲げられている新 しい周波数等に従って運用しなけ

ればならなくなる。なお,こ の協定は第一及び第三地域の連合員の権限の

ある会議が改正するまで(協 定締結の14年後を予測)効 力を有することと

なっている。

② 会議の成果

会議の成果 としては次のものが挙げられよう。

ア.各 国の長 ・中波放送局の新設又は増力がエスカレー トし,国 際的な混

信がますます深刻化しつつあるときに,今 後14年 間にわたる周波数要求

を満たす周波数割当計画を作成 し,こ の枠組みの中に各国の放送をはめ

こむことができた。

イ.我 が国の中波放送の今後の混信状況については,国 際的に中波放送に

使用できるチャンネルが120波 に限られる一方,今 回の周波数割当計画

には,既 設局とほぼ同数の計画局が組み込まれたので,こ れらの計画局

が運用を開始する時期及びその局数に応 じて国際的にある程度混信が増

加 してい く事態は避けられないと認められる。この混信状況の推移を個

々の放送局について予測することは難しいが,今 回の会議で決定 した技

術的改善策をも考慮すると,一 般的には次のようなことが言えよう。

(力 協定が発効する1978年11月23日 の時点においては,第 一及び第三地

域の現存の放送局の搬送周波数が統一された9kHZの 整数倍の周波
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数に切替えられるので,少 な くとも従来,搬 送周波数の不統一に起因

してきた ビー ト混信の除去が期待でき,日 本の被混信波の約4割 の局

は混信が少な くなるとみられる。

(イ)そ れ以後においては,近 隣諸国の計画局の運用開始に伴い徐々に混

信がふえ,14年 後に予測 され る混信の程度は,現 在の混信状況 よりひ

どくなるものと考えられる。

㈲LPC(小 電力チャンネル)に 組み込まれる局については,国 際的な

混信を受けることはなくなろう。

(3)今 後の措置

国際的には北朝鮮の周波数要求のうち,他 国 と調整を要するものについ

ては,同 国が会議に参加 しなかったため,今 後ITUの 国際周波数登録委

員会(IFRB)を 介 して調整を行 うことが会議で決議されているので,こ の

決議に従い,我 が国は調整のための措置をとることが必要である。また,

その他の近隣諸国(中 国,韓 国,ソ 連)の 周波数要求の うち,会 議におい

て我が国と調整の成らなかったものが一部あ り,こ のため我が国は,自 国

の放送業務を守るため必要な措置をとることを留保 しているので,今 後,

機会をとらえて周波数割当計画の改善のため,な お努力を続けることが必

要である。

(5)国 際無線通信諮問会委員会(CCIR)

CCIRは,無 線通信に関する技術及び運用の問題について研究 し,勧 告す

ることを任務 としている。CCIRで は現在1978年 に 第十四回総会を予定し

て,第 一か ら第十一までの各研究委員会並びに用語(CMV)及 び遠距離伝送

(CMTT)の 各研究委員会が調査研究を進めている。

本年度においては,第 二(宇宙研究及び電波天文),第 五(非 電離層伝搬),

第六(電 離層伝搬),第 七(標 準周波数 と報時信号)及 び第八(移 動無線)の

各委員会の中間会議(Aブ ロック)が,1976年2月16日 から3月19日 までス

イスのジュネーブで開催 された。 また,こ の中間会議に引き続いて同地で,

3月22日 から3月26日 まで,航 空移動(R)業 務に関する世界無線通信主管
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庁会議に対する技術的基礎を準備するための第八研究委員会の特別会議が開

催された。

これらの会議には,30か 国の主管庁のほか,認 められた私企業26,国 際機

関7,学 術又は工業団体8,国 連専門機関3が 参加し,参 加者数は327名 で

あった。我が国は16名 から成る代表団を派遣し,35件 の寄与文書を提出した。

中間会議における審議事項のうち,と くに重要なものとしては次のものが

挙げられる。

(1}10GHz以 上の周波数の利用と降雨の電波伝搬に及ぼす影響,特 に12GHz

帯放送衛星に関連 した電波伝搬の問題

② 海事衛星システムの技術的諸問題,使 用周波数等の問題

{3)海 上移動業務のディジタル選択呼出方式及び船舶の自動位置登録技術等

(4)陸 上移動業務の25～500MHz帯 の車載型無線機器の諸特性と周波数割当

上の問題,特 に割当間隔の縮小の問題

(5)標 準電波の干渉の軽減 と高精度の時刻及び周波数標準の伝送方法

{6)地 球探査衛星の問題

(7)電 離層伝搬の計算法

なお,第 八研究委員会特別会議では,短 波帯のSSB運 用を基礎 とする航

空移動(R)業 務の技術的事項を検討し,発 射の種別,占 有周波数帯幅及び

必要周波数帯幅並びに不要輻射の許容値,周 波数許容偏差,電 力許容偏差及

び割当周波数等の無線通信規則の改訂のための技術的事項に関する報告書を

作成した。

また,日 本は,CCIRの 活動について,新 しい研究問題案として 「40GHz

以上の電磁波スペ クトラム,特 に電波の最も高い周波数領域,赤 外及び可視

光領域を利用 した電気通信,測 位,そ の他のシステムを提案 した。 これは,

ITU加 盟国に回章 され,30か 国の賛成を得て公式のCCIRの 研究問題 とし

て採択された。この研究問題は現在使用されている電波の混雑の緩和を図る

ため,レ ーザを含めた未使用電磁波を通信,測 位等に利用 し,ま た電波の定

義にっいても見直しを行おとうするものでCCIRに おける研究活動の新 しい
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方向を示すものとして高く評価 された。

(6)国 際電信電話諮問委員会(CCITT)

CCITTは,電 信及び電話に関する技術,運 用及び料金の問題について研

究 し,勧 告を作成することを任務 としている。

1975年 度においては,各 研究委員会の会合 日数は416日(前 年は292日),

各国から提出された寄与文書は2,024件(前 年は1,662件)の 多 くを数えた

が,特 に活発な討議が行われたのは,新 データ網に必要な技術,電 子交換技

術,デ ータ伝送技術及びPCM(パ ルス符号変調)技 術等新 しい技術の分野

を取 り扱 う研究委員会においてである。

我が国は,ほ とんどすべての会合に参加するとともに多数の寄与文書を提

出し,CCITTの 活動に積極的に貢献 している。

4国 際電気通信衛星機構(】〔NTELSAT)

(1)概 要

インテルサ ットは,通 信衛星を利用 して国際通信を行 うための組 織 で あ

り,1964年8月,暫 定制度 として発足 した。その後,数 次にわたる国際会議

を経て,1972年2月 「国際電気通信衛星機構(INTELSAT)に 関する協定」

及び 「国際電気通信衛星機構に関する運用協定」が発効 し,恒 久制度が成立

した。

両協定のうち前者はインテルサ ットに参加する政府が署名する政府間協定

であって,機 構の組織構成等の基本的事項を規定 し,後 者は,政 府又は政府

が指定する電気通信事業体が署名し,機 構の財政的,運 用的側面に関する事

項を定めている。

我が国は,暫 定制度発足時からインテルサッ トに参加 してお り,イ ンテル

サ ットに出資 し,そ の運営に参画する電気通信事業体 として,国 際電電を指

定 している。

なお,イ ンテルサ ットのメンバは,1976年3月31日 現在93で ある。

(2)イ ンテルサ ットの組織構成
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イ ンテ ル サ ッ トの組 織 は,政 府 間 協定 の全 締 約 国で 構 成 す る締 約 国総 会,

運 用協 定 の全 署 名 当事 者 で 構 成 す る署 名 当事 者 総 会,出 資 率 の大 きさ又 は 地

域 的 配分 に よ り選 定 され る署 名 当 事 者 の 代者 で構 成 す る理 事会 及 び理 事 会 に

属 し管 理 業 務 を遂 行 す る事 務 局 の4者 構 成 とな って い る。

(3)第3回 署 名 当事 者 総 会

署 名 当事 者 総 会 は,理 事 会 か ら提 出 され る イ ンテル サ ッ トの 活動 に関 す る

年 次 報告,将 来 計 画 に 関 す る報 告等 を審 議 し,署 名 当 事者 又 は署 名 当 事 者 の

集 団 に対 し理 事 会 にお い て 代 表 され る資 格 を 与 え る最 小 出資 率 を 決 定 す る こ

と等 を任 務 と して い る。 第3回 署 名 当事 者 総 会 は,1975年4月1日 か ら4月

5日 ま で,カ ナ ダ の モ ン トリオ ール で 開催 され,理 事 会 の諸 報 告 を 審 議 す る

とと もに,前 述 の最 小 出 資 率 を1.25%と す る こ とを 決定 した 。

(4)理 事 会

理 事 会 は,イ ンテル サ ッ トの 宇宙 部 分 の企 画,開 発,建 設,設 定,運 用 及

び維持 につ い て責 任 を 有 して お り,イ ンテ ルサ ッ ト運 営 の 中心 的 機 関 で あ

る。理 事 会 の メ ンバ は,1976年3月31日 現 在,出 資 率 の大 きさ に よ って選 出

され る理 事21,地 域 グル ー プの代 表 で あ る理 事4の 計25で あ る。 これ らの理

事 が代 表 す る国 は 全 部 で73か 国 で あ り,そ の 内訳 は第2-8-1表 の とお りで

あ る。 日本 は,出 資 率 の大 き さで,前 年 度 の第4位 か ら第5位 に 落 ち た が,

これ は,ブ ラ ジル が 国 内通 信 用 に イ ンテ ルサ ッ トを 利用 し始 め た た め,出 資

率 が増 加 した こ とに よ る もの で あ る。

な お,1976年3月31日 現 在 の イ ンテ ルサ ッ トに 対す る各 国 の 出資額 の 合計

は3億5,763万 米 ドル で あ る。

理 事 会 は,ほ ぼ2か 月 に1度 開催 され,1975年 度 に お い ては,第15回 か ら

第20回 まで6回 開 催 され た。 こ のほ か 理 事 会 に は,技 術,計 画 及 び財 政 の各

諮問 委 員 会 が あ り,理 事会 の活 動 を 補 佐 して い る。1975年 度 に お け る理 事 会

の主 要 な 活 動 は 次 の とお りで あ る。

ア.V号 系 衛 星 の 準備

現 在 のIV号 系 衛 星 及 びlv-A号 系 衛 星 の 次期 衛 星 であ るV号 系 衛 星 に つ
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い て,入 札 の要 請 書 を 作 成 す る と と もに,こ れ に応 じて4社 か ら提 出 され

た5つ の応 札 の評 価 検 討 を行 った。V号 系 衛 星 は,従 来 の6/4GHzの 周

波 数帯 に直 交 偏 波 の新 技 術 を導 入 す る と と もに,新 た に14/11GHzの 周波

数 帯 を 使 用 す る こ と と して お り,容 量 は,電 話 換 算 約1万2千 ～1万3千

回 線 で あ る。 初 期 調達 個 数 は7個 で あ り,昭 和54年 に打 ち上 げ を予 定 して

い る。

イ.恒 久 的管 理 処 置 の準 備

暫 定 制 度 か ら恒 久 制 度 へ の経 過 処 置 と して,恒 久 制 度 発 効 後6年 間(1979

年2月11日 まで)事 務 局 の管 理 業 務 の一 部(技 術 ・運 用 面)は,コ ムサ ッ

ト(米 国 の 署 名 当事 者)に よ り行 われ る。 この管 理 業 務 契 約 の終 了 に先 だ

ち,1978年2月11日 まで に,締 約 国総 会 は,恒 久 的 な事 務 局 の構 成 を決 定

す る こ と とな って い る。 理 事 会 は,こ の恒 久的 管 理 処 置 につ い て特 別 委 員

会 を設 置 して 調査 して お り,1975年 度 は,コ ンサ ル タ ン ト会 社3社 か らの

報 告書 の検 討 を行 った。

ウ.米 国 との本 部 協 定 の締 結 準 備

イ ンテ ル サ ッ トが 享 受 す る特 権 免除 につ いて,米 国 との間 で,本 部 協定

を締 結 す る こ とに な って お り,理 事 会 は,こ の問 題 につ いて も特 別 委 員会

を設 置 して,米 国 と交 渉 を行 って い る。

エ.事 務 局長 の選 任 準 備

1976年12月31日 に,最 初 の事 務 局長 が就 任す る こ と とな って お り,こ の

た め の選 任 手続,採 用 条 件 等 を決 定 した 。 な お,現 在 の暫 定 事 務 局長 は,

チ リ出 身 の アス トレイ ン氏 で あ る。

(5)イ ンテ ル サ ッ トの衛 星 シ ス テ ム

1975年9月25日,最 初 のIV-A号 系 衛 星が 大 西 洋 衛 星 と して 打 ち上 げ られ

た 。W-A号 系 衛 星 は,IV号 系 衛 星 に改 良 を加 え た もの で,ト ラ ンス ポ ンダ

数 を 増 加 した こ と及 び ス ポ ッ ト・ビー ム に よ り周 波 数 の再 使 用 を行 って い る

こ とが 技 術 的 特長 とな って い る。 これ に よ り,容 量 は,IV号 系 衛 星 の電 話 換

算 約4千 回 線 か ら,約6千 回線 に増 加 した。 イ ンテ ル サ ッ トは,更 に5個 の
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第2-8--1表 イ ン テ ル サ ッ トに対 す る理 事 の 出 資率

(1976.3.31現 在)

理 事

ル

ド
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ン

コ
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ラ
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ル

プ

ル

モ

ポ

一

国
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/
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ン

ジ

ブ

国

ラ

ラ

ラ

米

英

フ

ブ

日

ア

西 独

イ タリア/ヴ ァチカ ン市国

アジァ太平洋 グル ープ

オー ス トラ リア

スイ ス/ギ リシ ャ/オ ー ス ト リ

ア/リ ヒテ ン シ ュ タイ ン

カ ナ ダ

ス ペ イ ン

出資率

30.54

10.75

5.42

5.37

4.61

3.27

3.14

3.03

2.95

2.94

2,58

2.47

2.42

理 事

東 南 ア ジ ア グル ー プ

オ ラ ンダ/ベ ル ギ ー/ル ク セ ン

ブル グ

ヴ ェネズ エ ラ/チ リ/ボ リヴ ィ

ア

イ ラ ン/韓 国/パ キ ス タ ン/ト
ノレコ

アル ゼ ンテ ィン

コ ロ ンビア/エ クア ドル/ペ ル

メ キ シ コ

イ ス ラエ ル

アフ リカグループH(地 域代表)

北欧 グル ープ(地 域代表)

アフ リカグルー プ1(地 域代表)

ヵ リブ海 グループ(地 域代表)

計

出資率

2.20

2,13

1.89

1.76

i.46

1.43

1.41

1.25

1.08

1.00

0.79

0.74

96.63

第2-8-2表 イ ンテ ル サ ッ ト衛 星 の 使 用 状 況

(1976.3.31現 在)

区 別

配 置 衛 星

鯉 打上年朋1

使 用 ユ ニ ッ ト数

G三 ζ譲 ぞf')
トラ ンス ポ ンダ

リー ス

接続する地球局数

大 西 洋

IV-A

(F-1)

1975.9.25

(3)
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IV(F-3)

1971.12.2i

4,960.5

太平洋

0.5

IV(F-8)

1974.ll.2正

(415)
1,900.5

1 2

57 20(1)

イ ン ド 洋 十
二
曽一ロ

IV(F-1)

1975.5.22
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Q
ノ

.

2
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IV(F-5)

1972.6.13

2.5

35(1)

(647)
13,983.0

6

97(重 複数15)

(注)1.ユ ニ ヅ ト とは,2つ の標 準 地 球 局 間 に4kHz相 当 の電 話 双 方 向 回 線 を

設 定 す るた め に必 要 な衛 星 の電 力 と帯 域 で あ って,2単 位を も って1双 方

向回 線 が 設 定 され る 。

2.イ ンテル サ ッ トは,1ト ラ ンス ポ ソダ を360ユ ニ ッ ト相 当 と して,料 金

算 定 の 基 礎 と して い る。

3.()内 は,国 際 電 電 の再 掲 で あ る。

4.地 球 局 数 は,1975年12月31日 現 在 の デ ー タで あ る。
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IV-A号 系 衛 星 を 打 ち上 げ る予 定 で あ り,こ れ に よ り,1970年 代 末 まで の通

信 需 要 を 満 た す こ と と して い る。

大 西 洋,イ ン ド洋 及 び 太 平 洋 上 の各 衛 星 の使 用 状 況 は,第2-8-2表 の と

お りで あ る。 これ ら の衛 星 に 接 続 す る ア ン テ ナ の保 有 国は73か 国に 達 して い

る。

5そ の他の国際機関

(1)国 際連合宇宙究間平和利用委員会

宇宙空間の平和利用に関する法律問題 科学技術面の国際協力 等 を検 討

し,国 連総会にこれを報告することを任務 としている国際連合宇宙空間平和

利用委員会においては,下 部機関 として法律小委員会及び科学技術小委員会

が設けられ,こ れ らの問題について,そ れぞれ専門的に検討が行 わ れ て い

る。

宇宙に関する科学技術面での国際協力等の審議を任務 とする科学技術小委

員会は,今 年度は第十二会期及び第十三会期会合が開催され,衛 星による地

球の遠隔探査(リ モー トセンシング),国 連宇宙応用計画,国 連宇宙会議の

開催,科 学技術小委員会 と法律小委員会の間の作業の調整等について審議さ

れた。

宇宙に関する法律面の問題の審議を任務 とする 法律小委員会は,「 月条約

案」,「衛星による直接テレビジョン放送を規律する原則案」及び 「リモー ト

センシングの法的側面」について検討を行ってお り,こ のうち 「衛星による

直接テレビジョン放送を規律する原則案」については,昨 年度に開催された

第十四会期において,幾 つかの基本的対立点を残 しつつ も一応の原則案の案

文が作成され,今 後の作業が注 目されているが,今 年度は会合が開かれず,

来年度5月 に第十五会期が開催されることになっている。

(2)国 際連合教育科学文化機間(UNESCO)`

ユネスコは国際連合の専門機関の一つであ り,教 育,科 学,文 化及びコミ

ュニケーションの各分野にわたって多様な活動を行 っている。特に放送に関
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しては,ユ ネスコは早 くか ら放送の利用の側面に着 目し,開 発途上国におけ

る教育放送の役割など様々な内容について,セ ミナ,ワ ークショップの開催,

研究の推進等を行ってきたが,近 年では,放 送において衛星の果たす役割に

も関心を深め,1972年 の第十七回総会では 「情報の自由交流,教 育の普及及

び文化的交換の増大のための衛星放送の利用に関する指導原則宣言」を採択

し,1974年 には,世 界知的所有権機関(WIPO)と 共同して,外 交会議を開

催し,「衛星により送信 される番組伝送信号の伝達に関する条約」を採択 し

ている。1975年 度中には,放 送に関連を有する活動として,「平和及び国際

理解の強化並びに戦争宣伝,人 種差別及びアバル トヘィ トに対する闘争にお

けるマスメデ ィアの役割に関する基本原則宣言案」や 「教育的科学的文化的

資材の輸入に関する協定附属議定書案」に つ い て,政 府専門家会議を開催

し,検 討を行 った。

(3)政 府間海事協議機関 αMCO)

近年,船 舶の大型化,高 速化,航 行の増加,自 動化等に伴い,海 上移動通

信においては,混 雑の緩和,質 及び速度の改善,遭 難及び安全通信の改善等

の必要性に迫られている。海上を航行する船舶の安全のための国際協力を図

ることを目的としているIMCOに おいては,常 設機関である海上安全委員

会に無線通信小委員会,海 事衛星専門家パネル等を設けて,こ れらの問題に

ついて検討がなされてきた。1975年 度においては次のような諸活動が行われ

た。

ア.無 線通信小委員会

海上における無線通信の全般的な問題を検討することを任務とする無線

通信小委員会は,第 十五会期が開催された。この会期では,主 として海上

遭難制度(VHF無 線設備の備付けの強制及び海上遭難制度の発展に関す

る方策文書の改正等),無 線通信士の訓練及び 資格の国際標準化,非 常用

位置指示無線標識(EPIRB)の 備付けの強制の範囲及び使用周波数等,航

行警報の伝達に関する国際的調整,船 上無線設備の動作基準及び漁船に対

する無線設備の要件等について検討が行われた。漁船の無線設備の要件等
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については,漁 船の安全のための国際条約を1977年 に締結することが予定

されてお り,こ の条約草案作成の一環として検討が行れたものである。

また,IMCOは,船 員の訓練及び資格に関する条約を1978年 に締結する

ことを予定してお り,こ の条約の無線通信士の訓練及び資格に関する条項

の草案を作成するため,第 十五会期無線通信小委員会の決定に 基 づ き,

1976年2月2日 から5日 間 ロン ドンにおいて作業部会が開催 された。

イ.国 際海事衛星システムの設立に関する国際会議

IMCOは,5回 にわたる海事衛星専門家パネルを開催 して検討を進め,

1974年 には,海 事衛星システムの運営組織設立に関する協定案,運 用 要

件,技 術基準等について報告書をまとめた。

この報告を受けて,1975年4月23日 から5月9日 まで及び,1976年2月9

日から2月28日 までの2回 にわた り,英 国のロン ドンにおいて国際海事衛

星システムの設立に関する政府間会議が開催された。この会議の目的は,

国際海事衛星システムを設立するための諸原則を決定するとともに,そ れ

らを実行に移すために協定を締結することであ り,我 が国を含め49か 国が

会議に参加 した。

第一回政府会議においては,海 事衛星システムの設立の必要性は参加国

すべての認めるところであったが,シ ステム設立に関す る基本原則につい

て各国の意見が対立 したため,第 二回政府間会議を開催すること及び第二

回会議の準備のために中間会合を開催することを決議して,会 議は終了し

た。

第二回政府間会議においては,4回 にわたる中間会合においてまとめら

れた国際海事衛星機構(イ ンマルサ ット)に 関する条約案及び同運用協定

案の採択を 目指 して審議が行われた。その結果,少 数の条文を除 き合意が

成立した。また残された問題を処理するため,第 三回政府間会議を1976年

9月1日 から9月3日 まで開催することが決議 された。

国際海事衛星機構の概要は以下のとお りである。

① 機構の基本文書
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機構の目的,構 成等の基本的事項を定めてお り,政 府が加盟する条約

及び機構の財政的 ・運用的事項を定めてお り,事 業体が加盟する運用協

定で構成 される。

② 機構の組織構成

締約国で構成され,国 家主権に関する事項を審議する締約国総会,事

業体により構成され機構の財政及び業務に責任を持つ理事会及び機構の

事務処理を行 う事務局の3段 階構成を有 している。

③ 機構の目的

事業体の出資により,健 全な経済的及び財政的基礎の上で,海 上通信

の改善に必要な宇宙部分を提供する。

④ 政府 と事業体との関係

締約国は,運 用協定に署名する事業体を一つ指定する。締約国とその

指定事業体 との関係は,国 内法により規律される。

⑤ 締約国総会 と理事会 との関係

締約国総会は,機 構の財政及び業務について勧告的機能を持つだけで

あり,こ れらについて責任を持つ理事会を指揮 ・命令する権限を持たな

い。

我が国は,世 界有数の海運漁業国であ り,国 際海事衛星システムに重

大な利害関係を有 しているので,上 記の一連の会議において積極的に活

動 し,日 本の意見の反映に努めた。

(4)国 際民間航空機関(ICAO)

現在,航 空の分野では,通 信にあるいは航行援助に各種の電波が駆使され

ている。

この分野における電気通信の国際的な課題は,電 子技術を十分に活用 して

通信の自動化を図ること,VOR,ILS等 の航行援助施設の性能を向上させる

こと,宇 宙通信技術を導入することなどである。

国際民間航空が安全かつ整然と発達するように国際協力を図ることを 目的

とするICAOに おいては,常 設の機関である航空委員会が 設けられている
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ほか,必 要に応 じて航空会議,地 域航空会議,専 門家パネル会議等が開催さ

れ,こ れらの問題について専門的に検討がなされている。

ICAO理 事会は,1975年 度において,航 空機が 不法妨害行為をうけた場

合,二 次監視レーダに識別させるために送出するコー ドを変更すること等を

内容とす る国際民間航空条約附属書の改正を採択 した。また,1978年 に航空

移動(R)業 務に関する世界無線通信主管庁会議が開催されるに当た り,こ

れに対処するため,周 波数管理研究会(FMSG)を 設けて,周 波数区域分配

計画の改正等について検討を行った。

(5)国 際無線障害特別委員会(CISPR)

国際無線障害特別委員会は,電 気に関する規格の国際的な統一とこのため

の協調を促進することを 目的 とする国際電気標準会議(IEC)の 特別委員会

として設立されているものである。

目的は,各 種電気機器の無線妨害に関する諸規格(許 容限度,測 定器,測

定法)を 国際的に統一して,国 際貿易を促進するとともに,放 送業務を含む

一般無線通信業務を各種電気機器による電波雑音から保護するための国際協

力を推進することにある。

また,CISPRの 構i成員にはCCIRカ ミ含まれてお り,各 種電気通信業務に

対する妨害の研究等の相互協力が行われ,諸 会合にオブザーバを交換するな

ど緊密な連係が保たれている。

CISPRに は,総 会,運 営委員会,六 つの小委員会(妨 害波測定器,工 業 ・

科学及び医事用機器,電 力線,内 燃機関,受 信機,各 種電気機器)及 び各小

委員会に所属する作業班並びに運営委員会に所属する作業班が設置されてい

る。1975年 には臨時総会及び合同委員がスイスのモントルーで開催 され,我

が国からは代表7名 が参加 し,諸 規格の検討等について会議の活動に寄与 し

た。

国内においては,郵 政省の附属機関である電波技術審議会がCISPRに 関

する文書及び国際規格に対する意見等を審議し,重 要なものについてはIEC

の国内委員会である日本工業標準調査会を通じて意見を提出し,そ の活動に
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寄与 してい る。

本年 度 は142件 の文 書 に つ い て 審 議 を行 い,こ の うち 「テ レ ビジ ョン受 信

機 の入 力 ター ミナル 形 式 に つ い て」 ほ か1件 につ い て,文 書 に よる意 見 を提

出 した 。

(6)経 済 協 力 構 開 発 機構(OECD)

経 済 協 力 開 発 機 構 は1961年 に設 立 され,我 が 国 は1964年 に加 盟 した。1976

年3月 現 在 加 盟 国 は24か 国 で あ る。 本 機 関 は 経済 成 長,発 展 途 上 国援 助,貿

易 の拡 大 を 目的 と し,経 済,社 会 の広 範 な分 野 に お い て,加 盟 国 間 の政 策 の

調整,情 報 及 び経 験 の 交 換,資 料 作 成,共 同 研究 等 の協 力 を 行 って い る。

科 学 技 術 の問題 に つ い て は,科 学 技 術 政 策 委 員会(CSTP)が 設 け られ て

お り,更 に 各 分 野 ご とに幾 つか の専 門 家 グル ー プが設 け られ て い る。 こ の専

門家 グ ル ー プ と して,電 子 計 算 機 に関 して は 電子 計 算 機 利 用 グル ー プ(CU

G)が,情 報 に 関 す る基 本 政 策 に関 して は 情 報政 策 グル ー プ(IPG)が 設 け

られ て い る。

CUGに つ い て は,1975年 度 に は,第 十 三 回(1975年4月),第 十 四 回(1975

年9月)及 び第 十 五 回(1976年2月)の3回 の定 期 会 合 の ほか,諸 パ ネル が

開か れ,デ ー タ保 護,都 市 管 理 情 報技 術 等 の問 題 に つ い て各 国 の実 態 調 査,

報 告書 の作 成 等 の活 発 な 活 動 が 行わ れ た 。

IPGに つ い て は,第 二十 三 回(1975年4月),第 二 十 四 回(1975年9月)

及 び第 二 十 五 回(1975年11月)の3回 の定 期 会 合 が 開 か れ,科 学 技 術 情 報 指

標 等各 国 の情 報 政 策 の比較 検 討 活動 が行 わ れ た 。

ま た,「 情 報 ・電 子 計 算 機 ・通 信 」 に 関 す る 問題 を 効 率 的,総 合 的 に検 討

す るた め に,CUGとIPGの 合 併 及 びCSTPか らの独 立 がCUG・IPG合 同

会合,更 にCSTP定 期 会 合 に お い て討 議 され た が,当 面 は現 状 維 持 と し,

今後 の検 討 課題 と され た。

我 が 国 は,サ ー ビス セ ク タの イ ノベ ー シ ョン グル ー プの事 例 研 究 の一 助 と

して,「 公 衆 電 気 通 信 に お け るマ イ ク ロ波 通 信 方 式 の導 入 」 を1975年5月 提

出 し,こ れ は 同年9月OECD文 書 と して加 盟 国 に 配 布 され た 。
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(7)国 際連合アジア太平洋経済社会委員会(ESCAP)

この委員会は,国 連経済社会理事会(ECOSOC)の 監督下にある地域委員

会の一つで(1974年9月 国際連合アジア極東経済委員会(ECAFE)か ら名称

を変更),地 域内各国の経済,社 会開発のための協力をは じめ,こ れに関する

調査,研 究,情 報収集等を行っている。現在の加盟国は,域 内国26,域 外国

5,準 加盟国8の 計39か 国で,我 が国は1954年 以来域内の加盟国として参加

している。ESCAPに おける通信分野の討議は,常 設委員会の一つである運

輸通信委員会で行われるが,通 信に関しては,こ の委員会のア ド・ホックの

下部機構 として,政 府間電気通信専門家作業部会と政府間郵便専門家作業部

会があ り,そ れぞれ,域 内の電気通信又は郵便の開発に関する技術及び経済

関係の諸問題を専門家 レベルにおいて討議 し,そ の実施状況を検討するなど

の諸活動を行っている。

通信分野における最も大きな プロジェクトは,「 アジア太平洋電気通信共

同体」の設立 と域内の14か 国を対象とする 「アジア電気通信網」計画の実現

である。アジア電気通信網については,1977,78年 に実現を目途に,現 在,

計画実現のための技術的,経 済的諸問題に関して,ESCAP事 務局 と関係各

国との間の調整会議が数次にわたって開催されてお り,こ れ らの活動を強化

するため我が国からも2名 の専門家をESCAP事 務局へ派遣して協力してい

る。

また,ア ジア太平洋電気通信共同体は,地 域内の電気通信の開発 と地域電

気通信網の完成を推進することを目的として地域内諸国により設立すること

がかねてより検討されていたものであ り,本 年度はその実現に向けて大 きな

飛躍のみられた年であった。すなわち,1975年10月 「アジア電気通信共同体

憲章起草専門家会合」,同11月 「運輸通信委員会」,1976年2月 「アジア電気

通信共同体憲章最終化のための政府間専門家会合」を経て同年3月27日 第三

十二回総会の際に 「アジア太平洋電気通信共同体憲章」が採択された。同憲

章によれぽ,憲 章は同年4月1日 以降ESCAPの 域内加盟国及び準加盟国に

対 し署名のた～φに開放され,1977年8月 以降に7か 国以上の加盟を条件とし、
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て共同体創立会合を開催することとしている。我が国はESCAP地 域での電

気通信分野における最大の先進国として,ま た本地域における国際的連帯に

果たすべき我が国の責務にかんがみ,上 記諸会合においても積極的な役割を

果た してきたところである。今後速やかに本共同体に参加する方向で現在検

討を進めている。なお,ESCAPを 通 じての共同体設立準備事務にもできる

だけ積極的に協力してい くこととしている。

第2節 国 際 協 力

1通 信分野における国際協力

国連では,1970年 代を 「第二次国連開発の10年」 として,開 発途上国に対

する援助の質的,量 的向上に先進国が努力することを決議 している。我が国

は,こ の決議に従って,開 発途上国に対する経済協力全体を国民総生産(G

NP)の1%ま でに,ま た,こ のうち政府の財政資金を使って行う政府開発

援助(ODA)をGNPの0.7%ま で 引き上げるよう最善の努力を払 う旨表

明している。しかし,昭 和50年 における我が国の実績は,経 済協力全体で対

GNP比0.59%,政 府開発援助で0。24%に とどまっている。

他方,開 発途上諸国は,そ の経済構造,発 展段階,資 源の保有状況等か

ら,近 年,富 裕な産油国,そ の他の一次産品生産国,工 業製品輸出国,後 発

開発途上国(開 発が著 しく遅れている国)な いしMSAC(石 油危機等により

最も深刻な打撃を受けた諸国)等 に分化し,国 際協力の態様も多様化,複 雑

化して きているが,資 源に乏しく開発途上国に依存する度合の大きい我が国

にとって,国 際協力の推進は国民的な課題として,そ の重要性,必 要性を一

層増 しつつある。

通信は,経 済 ・社会基盤施設 として不可欠なものであ り,そ の整備状況が

経済 ・社会 ・文化に与える影響は極めて大きい。近年,開 発途上国は通信の

重要性を認識 して,各 国とも国内,国 際を問わず通信網を充実させるための

プ。ジェクトを積極的に推進して い るが,通 信の分野は高度に技術性が強
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く,多 額の設備資金を必要とするため,開 発途上国が自力で開発を行 うこと

は難 しい現状であ り,先 進国か らの技術協力あるいは資金協力を強 く望んで

いる。

このような背景の中で,優 れた技術力と経済力を持つ我が国に対 して開発

途上国は大 きな期待を寄せてお り,通 信分野における国際協力は今後ますま

す増大するものと思われる。

2国 際協力の実績

(1)概 況

50年度における通信分野の国際協力活動は,7月 に郵政大臣官房に国際協

力室が設置されたことにともなって,総 合的,一 元的な体制のもとに積極的

に推進された。特に,50年 度においては,サ ウディ・アラビア等の石油産出

国における大規模 プロジェクトが急速な進行を見せは じめ,こ れに伴って,

その対策を早急に確立する必要性が急速に高まって来たことが特徴的であっ

た。技術協力及び資金協力の概況は次のとお りである。

ア.技 術 協 力

技術協力の形態 としては,研 修員の受入れ,専 門家の派遣,開 発調査団の

派遣並びに海外技術協力センタの設置及び運営等があ り,政 府ベースの技術

協力は,国 際協力事業団等を通 じて実施 されている。

研修員の受入れは,開 発途上国か らの研修員を我が国に受 け 入 れ て訓練

し,技 術を習得 させるもので,こ れには個別研修 と集団研修がある。通信分

野では50年度に個別,集 団を合わせて288名 受け入れており,政 府全体の受

入れの中でも極めて高い割合を占めている。

専門家の派遣は,開 発途上国へ専門家を派遣してその国の職員の訓練,通

信施設の建設,保 守及び運用面の指導,開 発計画の企画,助 言等を行 うもの

で,最 近では政策顧問的な任務 も増えている。50年 度においては,123名 の

専門家が派遣されているが,派 遣数は増加の傾向にあ り,専 門家人材の確保

及び養成の必要性が一段 と強まって きている。
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開発調査は,開 発途上国の通信開発計画について調査団を編成し,現 地作

業及び国内作業を行ってその計画の推進に寄与するもので,こ れはプロジェ

クト・ファインディング調査,予 備調査,投 資前調査,実 施設計等がある。

50年度において実施 した開発調査は8件 で,37名 の専門家がこれに参加 して

いる。

海外技術協力センタは,開 発途上国の社会 ・経済開発に必要な技術者の養

成,科 学技術の研究開発等を行 うために開発途上国に設置されるもので,通

信分野においては,技 術者の養成を行 う訓練 センタが タイ及びメキシコの両

国に,ま た,通 信技術の研究開発を行 う研究センタがパキスタン及びイラン

の両国にそれぞれ設置されてお り,こ れらのセンタに対 して,50年 度に37名

の専門家を派遣してその運営に協力 した。

イ.資 金 協 力

開発途上国に対する資金協力の主要な形態には,贈 与等の無償協力と円借

款等の有償協力 とがあるが,通 信分野における資金協力は主 として円借款に

より行われている。円借款は,我 が国政府 と相手国政府との間で締結された

交換公文に基づ き,海 外経済協力基金又は日本輸出入銀行が,相 手国政府又

は関係機関 と円貨建ての貸付協定を結んで実施される。

50年度においては円借款供与がパラグァイ,タ イ及びアルジェリアの3か

国3件 の通信関係プロジェクトに対して約束された。

(2)技 術 協 カ

ア.研 修員の受入れ

⑦ 郵 便 関 係

政府ベースによる郵便幹部セ ミナの開催と個別研修員の受入れは,38年

度から実施してお り,49年 度までに114名 を受け入れている。50年 度には

アジァ地域を対象とする郵政幹部セ ミナを開催し,郵 便事業の経営に関す

る諸問題 とその解決策をテーマとして,討 議研究を行ったが,こ のセ ミナ

には10か 国10名が参加した。

AOPU職 員交換計画では,49年 度までに68名を受入れており,50年 度
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ひごは,6名 の受 入 れ を行 った 。

国連 開発 計 画 に基 づ くUPUの 個 別 研 修 員 は,49年 度 ま で に7名 を 受 け

入 れ て い る が,50年 度 に は,1名 の受 入 れ を 行 った 。

UPU基 金 に よ る セ ミナ の 開 催 に 伴 う受 入 れ は,42年 度 に ア ジ ア の10か

国 か ら17名 を受 け入 れ た が,そ れ 以後 は実 施 され て い な い。

(イ)電 気 通 信 関係

電 気 通信 分 野 に お け る研 修 員 の受 入 れ は,29年 か ら始 ま った 。49年 度 ま

で に コ ロ ンボ計 画 で714名,中 近 東 ア フ リカ計 画 で357名,中 南 米 計 画 で

385名,ITU等 の 国連 計 画 で88名,そ の他38名,計1,582名 を受 け 入 れ

て い る。

50年 度 に お い て は,日 本 ・メ キ シ コ交 流 計 画 に 基づ く電 気 通 信 関 係 の特

別 コ ース の 研 修 員 の該 当者 が なか った が,昨 年 度 開 設 した ア ラ ブ諸 国 特 別

コー ス は,今 年 度 も引 き続 き実 施 し,8か 国10名 の研 修 員 を 受 け 入 れ た 。

電 気 通信 関係 の研 修 は,当 初 個 別 研 修 で行 っ てい た が,37年 度 に国 際 テ

レ ックス通 信,短 波 無 線,電 話 交 換,国 際 電 信 電 話 業 務 の四 つ の集 団 研 修

コ ー スを 創 設 し,そ の後,集 団研 修 コー ス の拡 大,強 化 に努 めた 結 果,50

年 度 まで に,前 記4コ ー ス の ほか に,マ イ ク ロウ エ ー ブ第 一,第 二,搬 送

電 話,電 話 線 路,衛 星通 信第 一,第 二,市 外 網 計 画 設 計,電 気 通 信 幹 部 セ

ミナ 及 び 電 気通 信 開 発 翌 ミナ の9コ ー ス を加 え て計13コ ー ス とな り,現 在

で は 集 団 研 修 中 心 の 研修 体制 とな って い る。

50年 度 に 実施 した 集 団 研修 コー ス の 内容,期 間,受 入 れ人 員等 は 次 の と

お りで あ る。

①,国 際 テ レ ックス通 信 コー ス

国 際 テ レ ック ス通 信 に 必 要 な パ ラ メ トロ ン,ト ラ ン ジ ス タ,集 積 回

路,ARQ装 置,テ レ ック ス交 換 設 備 等 に 関 す る講 義,実 習 を 行い,知

識 と技 術 を 習 得 させ る こ とを 目的 とす る約2か 月半 の コー ス で,13か 国

16名 が 参 加 した 。

② 短 波 無 線 コー ス
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国際固定通信用短波送受信機,ア ンテナ機器等の運用と保守に関する

知識 と技術を習得させることを目的とする約2か 月半のコースで,10か

国11名 が参加 した。

③ 電話交換 コース

ク目スパ交換機を中心として電子交換機を含む最新の電話交換設備に

係る広範な知識を習得させることを目的とする約3か 月のコースで14か

国18名 が参加 した。

④ 国際電信電話業務コース

国際電報,国 際電話,テ レックス等国際電気通信業務全般の運営及び

管理に係る知識と技術の紹介を目的とする約3か 月のコースで9か 国9

名が参加 した。

⑤ マイクロウエーブコース(第 一及び第二)

マイクロウエーブ通信技術の導入,改 善,開 発に携わる技術者を対象

とし,我 が国のマイクロウエーブ通信に係る技術と知識を習得させるこ

とを目的とする約3か 月のコースであるが,第 一コースは中南米諸国以

外を,第 ニ コースは中南米諸国を対象としている。50年 度の受入れ人員

は,第 一が14か 国17名,第 二が12か 国18名 であった。

⑥ 搬送電話 コース

搬送電話の設計,据 付け,保 守等に関する最新の技術と知識を習得さ

せることを目的 とする約3か 月のコースで,12か 国16名 が参加した。

⑦ 電話線路 コース

最新の電話屋外施設について,そ の理論,設 計,保 守に関する知識 と

技術を習得させることを目的とする約3か 月のコースで,11か 国15名が

参加した。

⑧ 衛星通信 コース(第 一及び第二)

衛星通信に係る基礎的知識を付与することを主眼 とし,衛 星通信機器

の操作及び保守技術を詳細にわた り習得させることを目的とする約3か

月のコースであるが,第 一 コースは中近東地域を対象とし,第 ニ コース
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はその他の地域を対象 としている。50年 度の受入れ人員は,第 一が8か

国10名,第 二が10か 国13名 であった。

⑨ 電話網計画設計 コース

市外電話網の計画,設 計に必要な知識 と技術を習得させることを 目的

として48年度に新設された コースであり,11か 国12名 が参加 した。

⑩ アジア電気通信開発セ ミナ

アジア地域の開発途上各国の電気通信主管庁又は電気通信企業体の局

長級幹部を対象 とし,我 が国の電気通信の現状紹介と併せて,各 国電気

通信運営上の諸問題を提出討論 し,各 国の電気通信の開発に寄与するこ

とを目的 とする2週 間のセ ミナで,9か 国9名 が参加 した。

⑪ 電気通信幹部セ ミナ

アジア地域以外の開発途上各国の電気通信主管庁又は電気通信企業体

の局長級幹部を対象 とし,我 が国の電気通信の現状紹介と併せて,各 国

の事業運営上の諸問題を提出討論し,各 国の電気通信の発展に寄与する

ことを目的 とする2週 間のセ ミナであり,50年 度は,中 近東アフリカ諸

国を対象 として,こ れらの国から9か 国9名 が参加した。

50年度の研修員受入れは,全 体としてコロンボ計画で67名(タ イ及びパ

キスタンのカウンタパー ト砥修計画の10名を含む。),中 近東アフリカ計画

で60名,中 南米計画で48名(50年 度の日本 ・メキシコ交流計画による受入

れはなかった。)国連計画で29名,合 計204名(集 団177名,個 別27名)と

なっている。

㈲ 電波 ・放送関係

開発途上国の放送事業体における深刻なマンパワーの量的,質 的不足を

補 うため,36年 頃か ら相手国の個々の要請に応 じて研修員を受け入れてい

たが,38年 度以降,集 団研修 コースを設け,開 発途上国に対 し積極的に研

修の場を用意することとした。

その結果,50年 度末現在,7コ ース(ラ ジオ放送技術 コース,テ レビジ

ョン放送技術 コース,教 育テレビジョン番組コース,テ レビジョン放送管



第8章 国際機関及び国際協カ ー409一

理コース,電 波監視 コース,中 近東放送管理コース,放 送幹部セミナ)が

設けられている。

50年度末までにこれら集団研修 コースにより計525名 を受け入れた。

これらのほか,集 団研修コースに含まれない部門(海 上無線,放 送シス

テム)に ついては,個 別研修を行ってお り50年度までに,計144名 を受け

入れた。

50年度に実施 した集団研修及び個別研修の概要は,次 のとお りである。

① ラジオ放送技術コース

電波伝搬,高 周波回路,中 波放送機,そ の他中波を中心とするラジオ

放送技術の基礎理論に関する講義及び実習等を通 じ,ラ ジオ放送に必要

な知識及び技術を習得させることを目的とする約1か 月のコ ー スで あ

り,6か 国6名 が参加 した。

② テレビジ ョン放送技術 コース

テ レビジョン放送技術の基礎知識及びテ レビジョン放送機器の運用,

保守に関す る最新の技術を習得させることを目的とする約3か 月のコー

スで,13か 国14名 が参加 した。

③ 教育テレビジ ョン番組 コース

教育テレビジョン番組に関する映像効果,ア ニメーション技術,番 組

編成等に関する講義,実 習等を通 じ,教 育テレビジ ョン番組制作に必要

な知識,技 術を習得 させることを 目的 とする約3か 月のコースで,13か

国14名 が参加した。

④ テレビジョン放送管理コース

放送体制,財 政,世 論調査,放 送番組 テレビジョン放送技術の大要

等テレビジョン放送の管理運営に当たる中堅幹部職員として必要な知識

及び技術を習得させることを目的 とする約1か 月のコースで8か 国8名

が参加 した。

⑤ 中近東放送管理コース

中近東地域の開発途上国を対象 として,上 記放送管理 コースと期間及
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び内容は同じである。7か 国7名 が参加 した。

⑥ 電波監視コース

日本の電波監理,電 波監視の制度,電 波監視業務の内容等の紹介を行

うとともに,電 波監視業務を行 うに必要な知識を習得させることを目的

とする約1か 月のコースで,4か 国5名 が参加した。

⑦ 放送幹部セミナ

放送事業に携わる各国高級幹部職員に対 し,我 が国の放送の現状を紹

介し,放 送に関する諸問題についての討論を通 じて,各 国の放送事業の

発展に寄与することを 目的 とする12日間のコースであり,6か 国7名 が

参加 した。

上記の集団研修以外に個別研修 として受入れを実施 した ものは6名 で

あるが,そ の内容は,放 送システム2名,電 波監理1名,教 育テレビ1

名,放 送機2名 である。

イ.専 門家の派遣

⑦ 郵 便 関 係

50年 度においては,AOPU職 員交換計画で6名(韓 国,タ イ,フ ィリ

ピンへ各2名),ま た,UNDP/UPU計 画で継続のものを含めて専門家2

名,準 専門家1名 が派遣されている。UNDP/UPU計 画による2名 の専

門家のうち1名 は,バ ンコックに駐在して郵便訓練を担当し,他 の1名 は

マニラに駐在 し,郵 便開発一般を担当している。UPU基 金によるものは,

第2-8-3表50年 度の郵便専門家派遣実績(政 府ベース)

区 別

コロンボ計画

パキス タン

中近東 アフ リカ計 画

エジ プ ト

μ

人 員 数

3名

名

名

4

4

任 務

郵便番号制度予備調査

郵便集中局設置計画

〃
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45年 度 に セ ミナ講 師1名 が 派 遣 され た の み で,そ れ 以 後 は 派遣 され て い な

い。

ま た,政 府 ベ ー ス に よる も の と して は,コ ロ ンボ計 画 で3名,中 近 東 ア

フ リカ計 画 で8名 計11名 の専 門 家 が 派 遣 され て お り,そ の内訳 は第2-8-

3表 の とお りで あ る。

(イ)電 気通 信 関 係

電 気 通 信 専 門 家 の 開発 途 上 国へ の派 遣 は,30年 代 半 ば か ら活発 化 した

が,50年 度 末 まで に コ ロ ンボ計 画 で194名,中 近 東 ア フ リカ計 画 で61名,

中 南 米 計 画 で90名 国際 機 関 計 画 で6名,UNDP/ITU計 画 で176名,計

527名(同 一 人 が2年 度 にわ た り派 遣 され た場 合 に は2名 と した 。)の 専 門

家 が 派 遣 され,開 発 途 上 国 の電 気 通 信 に大 き く貢献 して い る。

50年 度 に つ い て み る と,49年 度 か ら継 続 の も のを含 め て,コ ロンボ計 画

で9名,中 近 東 ア フ リカ計 画 で18名,中 南 米 計 画 で20名,国 際 機 関 計 画 で

4名,UNDP/ITU計 画 で30名,合 計81名 の専 門 家 が派 遣 され て お り,そ

の 内訳 は 第2-8-4表 の とお りで あ る。

第2-8-4表50年 度の電気通信専門家派遣実績

区 別 1損 数1 任 務

コ ロ ンボ 計 画

イ ソ ドネ シ ア

〃

ビ ル マ

フ イ ジ ー

中 近 東 ア フ リカ計 画

ク ウ ェイ ト

ジ ョル ダ ソ

アル ジ ェ リア

アル ジ ェ リア ・リ ビ

ア

エ テ ィナ ピア

ウ ガ ソダ

ケ ニ ア

タ ンザ ニ ア

計9名

1

2

3

3

計18名

2

2

2

4

2

2

2

2}

ジ ャカル タ電話 網計画指導

電気通信 ア ドバイザ リーチーム派遣調査

テ レックス関係機械供与 に関す る調査

マイ クロ網専門家等技 術協 力打合せ

トラピック指導

衛星通信地球局保守運用指導

〃

電気通信技術協力打合せ

マイ クロウエ ーブ指導

電話交換計画指導

"

"
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区 別 1人 員数

中南米計画
ペ ノレ ー

〃

11

グ ァ テマ ラ

コ ロ ソ ビ ア

中 南 米4か 国

(メ キ シ コ,グ ァ テ
マ ラ,ホ ン デ ュ ラ ス,

エ ル サ ル バ ドル)

中 南 米5か 国

(ブ ラ ジル,パ ラ グ

ァイ,ペ ル ー,ボ リ

ヴ ィ ア,パ ナ マ)

国 際 機 関 計 画

ESCAP

〃

UNDP/ITU計 画

イ ン ドネ シ ア

シ ン ガ ポ ール

〃

ス リラ ンカ

〃

ヴ ィエ トナ ム

"

ア フ ガ ニ ス タ ソ

イ ラ ク

ク ウ ェイ ト

〃

サ ウデ ィ ・ア ラ ビア

〃

11

71

11

パ ラグァイ

ペ ル ー

中米諸国

〃

計20名

3

1

5

2

2

4

3

計4名

2

2

計30名

3

1

1

1

1

1

1

1

2

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

任 務

電話交換及びマイクロウエーブ計画指導

電気通信研究訓練所教官

電気通信研究訓練所打合せチーム

電話網計画指導

電気通信計画指導

電気通信技術協力打合せ

電気通信技術協力打合せ

電気通信網計画調査

ESCAPに 対する協力打合せ

電気通信訓練センタ教官長及び教官

電信,テ レヅクス,デ ータ伝送方式教官

電話交換教官

電話交換技術訓練

無線教官

トラヒック訓1糸東

電信テレックス訓練

搬送教官

教官長及び無線通信教官

無線(OPAS)

電信教官

伝送方式

自動電話交換

多数階建築物顧問

電子交換システム

線路訓練

無線中継方式訓練

伝送訓練

伝送教官

業務運用保守
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区 別 1人 員釧 任 務

ヴ ェネ ズエ ラ

ボ リヴ ィア

ェ ジ プ ト

ザ ン ビア

ケ ー ア

ス ー ダ ン

ガ ー ナ

合 計

1

1

1

1

1

1

1

81

無 線

電信教官

無線通信教官

トラピック運用訓練

トラピック運用

無線中継方式

料 金顧 問

㈲ 電波 一放送関係

電波 ・放送関係の専門家派遣は,35年 か ら始まり,既 に15年 を経てい

る。

この間,開 発途上国からこの分野における要請は強 く,年 平均18名 を各

国に派遣している。

50年度末までに,コ ロンボ計画で198名,中 近東アフリカ計画で34名,

中南米計画で36名,国 際機関計画で2名,UNDP/ITU計 画で1名,計

271名(同 一人が2年 度にわた り派遣された場合は2名 とした。)の専門家

を派遣 した。

これらの派遣専門家は主 として相手国政府の技術者不足を補 うため,相

手国放送事業体において,テ レビジョン放送技術,テ レビジ ョン放送番組

製作,放 送局の建設,運 用及び保守についての指導,要 員の訓練,市 場調

査等を行 うものであるが,最 近は政策顧問的な任務の要請も増 加 して い

る。

50年度についてみると,前 年度から継続派遣のものを含めて,コ ロンボ

計画で11名,中 近東アフリカ計画で4名,中 南米計画で5名,国 際機関計

画で2名,計22名 の専門家が派遣されておりその内訳は第2-8-5表 のと

おりである。

ウ.開 発 調 査

(ア)電 気通信関係
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第2-8-5表50年 度の電波 ・放送専門家派遣 実績

区 別 1人 員釧 任 務

コロンボ計 画

韓 国

イ ン ドネ シア

〃

マ レイ シア

フイジー

中近東 アフ リカ計画

アラブ首長国連邦

ウガンダ

中南米計画

ペ ル ー

〃

中 南 米5か 国

(ブ ラ ジル,パ ラ グ

ァイ,ペ ル ー,ボ リ

ヴ ィア,パ ナ マ)

国際 機 関 計 画

ITU(ガ ー ナ)

合 計

計ll名

2

4

1

2

2

計4名

2

2

計5名

2

1

2

計2名

2

22名

放送センター設立指導

放送網計画指導

テレビ技術指導

テレビ送信機保守指導

放送関係技術協力打合せ

テレビ放送専門家派遣事前調査

テレビ放送技術指導

テレビ放送網拡充計画指導

電気通信研究訓練所教官

放送関係技術協力打合せ

ITUセ ミナ講師(海 上無線通信)

電気通信分野の開発調査は,37年 度にボリヴィアに対 して実施 した電気

通信計画調査が最初であるが,以 来50年 度の5件 を加え,同 年度末までに

34件 となっている。

これらの調査は,国 内網開発計画,地 域電気通信網開発計画,マ イクロ

ウエーブ回線網建設計画,同 軸ケーブル計画,衛 星通信地球局建設計画等

その分野は多岐にわたってお り,こ れらの計画に関して,そ れぞれ基礎調

査,フ ィージビリティ調査,基 本設計又は技術仕様書の作成等を行ったも

ので,そ の概要は第2-8-6表 のとお りである。

(イ)電 波 ・放送関係

41年度に始まった電波 ・放送関係の調査団の派遣は,50年 度の3件 を加

え,50年 度末までに16件 となっている。

これらの調査は,放 送網の整備拡充計画,放 送局建設計画,無 線航行援
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第2-8-6表50年 度 までの電気通信関係開発調査実績

年度 調 査 別 派遣期間人員数 内 容

37ボ リヴ ィァ

電気通信計画調査

70日5名 ボ リヴィア主要都市間のマイ クロウ

エーブ回線網計画についての調査

38フ ィリピソ

東南 アジア海底 ケー

ブル計画調査

20 4東 南アジア海底 ケーブル計画実 施の

ため陸揚 国と して重要な位置 にある

フィ リピンについて ケーブル陸揚地

選定のための調査勧告

ペル ー

電 気通信網開発計画

調査

50 6マ イ クロウエーブ幹線を新設 して施

設の拡充 を図 り,電 気通信関係法規

を整備 して,サ ー ビスを向上する計

画の調査

39パ キスタ ン

マイ クロウエーブ回

線網建設計画調査

70 6西 パキ ス タ ン の カ ラ チ,サ ッカー

ル,ラ ワル ピ ン ジ,ペ シ ャ ワール を

結 ぶ マイ ク ロ ウエ ー ブ 回線 網 建 設 計

画 の基 礎 調 査

パキス タン

東 西パキス タン海 底

ケーブル計 画調査

150 8 東 西パキスタン海底 ケーブル敷設計

画に関す る陸揚地の選定,陸 揚局 と

関門局間の通信路の設定調査

アラブ連合

砂漠地域通信網開発

計画調査

50 7砂 漠開発のため地下水の賦 存状況を

電気通信の利用によ り観測す る方法

及び可能性,ま た砂漠 の航行安全の

ための通信手段,特 に太陽 エネルギ

の活用について調査検討

チ リ

マイクロ ウエ ーブ回

線網建設計画調査

80 5チ リ電気通信網整備10か 年計画の一

環 としての,マ イ クロウエーブ回線

網建設計画 についての置局予定地 の

踏査,通 信 トラフ ィック調査,基 本

設計 の作成

40タ イ

東 南ア ジア海底 ケー

ブル調査

30 5東 南アジア海底 ケーブル計画の一環

として,タ イのケーブル陸揚地点の

選定,陸 揚局 と関門局通信幹線路 の

建設 その他必要 な調査の実施
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年度 調 査 別 派遺期間人員数 内 容

40 マ レイ シア

マイ クロウエー ブ回

線網建設計画調査

100日 5 マ レイ シアの クアラル ンプール よ り

コタバルに至 るマイ クロウエ ーブ回

線 網建設計画について,置 局選定 と

電 波伝 搬試験 に関す る基礎調査

42マ レイ シア

ジ ョホ ール ・クチ ン

間通信回線 網建設 計

画調査

10013ジ ョホ ール ・クチ ン間(720㎞)対

・流 圏散 乱波見通 し外通信施設建設調

査

東南アジア域内電気通

信網整備計画調査

35 7東 南 アジア域 内電気通 信連 絡施設整

備 のた めの台湾,イ ソ ドネ シア,マ

レイ シア,フ ィリピン,タ イ,ラ オ

ス,南 ヴィエ トナムの7か 国につい

て の関係施設整備 計画 調査

43エ テ ィオ ピア(第一 次)

マイ クロウエーブ回

線網建設計画 予備調

査

45 5ア ジ ス ア ベ バ ・ア ス マ ラ間(800㎞)

マ イ ク ロ ウエ ー ブ 回線 網建 設 計 画 の

予 備 調 査

44エ テ ィオ ピア(第二次)

マイ クロウエーブ回

線網建設計画調査

llO 8予 備調査に基づく本調査,建 設費概

算見積り作成及び技術仕様書作成

45エ テ ィオ ピア(第一次)

中部 マイ クロウエ ー

ブ回線網建設計画調

査

70 9中 部地区の3区 間回線に対する技術

的調査の実施及び回線技術設計書の

作成

エテ ィオ ピア(第二次)

中部 マイ クロウエー

ブ回線網建設計画調

査

7010第 一 次 に 同 じ

46パ ラグ ァイ

マイ クロウエーブ回

線 網,衛 星通信地球

局建設 計画実 施設計

調査

7015衛 星通信地球 局及び国内マイ クロウ

エーブ回線2ル ー トにつ いての実施

設 計調査
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年度

46

47

48

調 査 別

ペルー

電気通信施設復旧及

び放送施設新設計画

調査

タ イ

バ ンコヅク首都圏電

話 中継線網実施設計

中南 米 プロジ ェク ト

選定確認調査

南 ヴィエ トナム

地球 局建設計画調査

イ ン ドネ シア

ジ ャカル タ首都圏電

話網 拡充計 画事前調

査

カンボデ ィア

電気 通信整 備拡充計

画事 前調査

イ ソ ドネ シア

ジ ャヵル タ首都圏電

話 網拡充計 画

派遣期間

120日

30

15

17

21

14

9

224

9

人員数

7名

2

2

1

5

3

2

7

1

内 容

大地震iにより壊滅した同国北部各都

市の電気通信網及び放送施設の新設

計画調査

バ ンコック首都圏電話網拡充計画に

伴 う局外施設中継線路網 の実施基本

計 画の作成及び実施設計に関 して,

タイ国政府 とその作業範 囲等を折衝

す るため派遣

同上作業 の進ち ょく状況調査及び作

業 監理 のため派遣

ペルー及 びグ7テ マ ラ両国に対す る

技 術協力 プ ロジ ェク ト選 定確認 のた

め派遣 された政府 ミッシ 。ンに,電

気通信放送関係者 として参加

南 ヴィエ トナム衛星通信地球局建設

計画につ いて,そ の フィージ ビリテ

ィ調査 のため派遣

ジャヵル タ首都圏電話網拡充計 画実

施に関 し,調 査作業の範囲,受 入れ

条件,便 宜供与等について,同 国政

府 と折衝のため派遣

電気通信整備拡充計画について,資

料収集の上,今 後 の技術協力の進め

方について,同 国政府 と折衝のため

派遣

ジャカル タ首都圏電話網拡充計画に

関 して,ジ ャカルタ市内の電話需要

予測調査,長 期 計画及び年度別設備

実施設 計の作成

同上作業 の進 ち ょく状況調査及び現

地打合せのため派遣
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年度

48

49

50

調 査 別

タ イ

バ ンコック市 内電話

線路網実施設計

ジ ョルダ ン

通信 プ ロジ ェク ト調

査

イ ン ドネ シァ

ジ ャカ ル タ市 内 ケ ー

ブ ル プ ロジ ェ ク ト調

査

イ ン ドネ シア

ジャカル タ首都圏電

話網 拡充計 画

タ イ

バ ソコック市 内電話

線路網実施設計

アル ジェ リア

電気通信網整備計画

調査

イ ソ ドネ シア

ジャカル タ首 都圏電

話網拡充計画

ビ ル マ

電話設備設置計画事

前調査

派遣期間

14日

21

15

365

13

25

141

30

人員数

4名

2

2

7

4

8

7

6

内 容

バ ソコック首都圏電話網拡充計画に

伴 う市内5局 の電話加入者線路網の

実施設計調査の実施に関 して,タ イ

国政府 とその作業範囲等を折衝す る

ため派遣

ジョルダンの主要都市の市内電話網

増強計画の審査

ジャカル タ市内の加入者用 ケーブル

敷 設 プロジェク ト実施計画の審査

ジ ャカル タ首都圏電話網拡充計画に

関 して,ジ ャカル タ市内の電話需要

予 測調査,長 期計画及び年度別設備

実 施計画の作成

バンコック首都圏電話網拡充計画に

伴う市内5局 の電話加入者線路網の

実施設計に関する現地作業監理及び

指導並びにタイ国政府との打合せ

アル ジェ リア国東西マイ クロウエ ー

ブ回線及び同軸 ケーブル回線建設計

画についての フ ィージ ビリテ ィ調査

ジャカルタ首都圏電話網拡充計画に

関して,ジ ャカルタ市内の電話需要

予測調査,長 期計画及び年度別設備

実施設計の作成

電 話設備設置計画に関 して,ゼ ル マ

側の意向の聴取,電 話事業 の実態,

関連資料の収集等のため の調査
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年度

50

調 査 別

ビ ル マ

電話設備設置計画実

施設計調査

アル ジ ェリア

地球局整備拡充計画

調査

フ ィ リ ピン

ミ ンダナ オ 通 信 網 建

設 事 業 プ ロ ジ ェ ク ト

調 査

派遣期間

23日

25

20

人員数

9名

6

2

内 容

電話設備設置計画 に関 し,ビ ルマ側

と協議の上,交 換機及び線路設備の

設置地域 を確定 し,同 地域の現地調

査 ・情報収集を行 い,実 施設計 書を

作成するための調査

アルジ ェ リア国政府か ら経済協 力要

請があ った第2地 球局建設計画及び

SPADEシ ステム設 置計画について

の技術的,経 済的 フ ィージビ リテ ィ

調査

ミンダナオ島マイ クロウエーブ回線

建設,UHF回 線建設計画の審査

(注)1.こ れ らの 調 査 に 当 た って は,調 査 完 了後,報 告 書 説 明 の ため,エ テ ィオ

ピ ア(44年 度 分)に つ い て は44年 度 に14日 間2名,エ テ ィオ ピァ(45年 度

分 第 一 次 及 び 第 二 次)に つ い て は46年 度 に14日 間2名,パ ラグ ァイに っ い

て は,46年 度 に20日 間4名,ペ ル ー につ いて は46年 度 に15日 間3名,タ イ

につ い ては49年 度 に11日 間3名,イ ン ドネ シ ア(50年 度 分)に つ い て は50

年 度 に14日 間5名 の 調 査 団 が 派遣 され て い る。

2.タ イ(47,49年 度 分)の 実 施設 計作 業 は我 が 国 政府 の 委託 を受 け て,民

間 コ ンサ ル タ ン ト会 社 が 実 施 した 。

助 シ ステ ム整 備 計 画 等 に 関 して,そ れ ぞ れ予 備調 査,フ ィージ ビ リテ ィ調

査,実 施 設 計等 を 行 った もの で あ る。

これ らの 開 発 調査 の概 要 は第2-8-7表 の とお りであ る。

エ.海 外 技 術協 力 セ ン タ

電 気 通 信分 野 に お け る海 外 技 術 協 力 セ ンタ と しては,35年 に 開設 され た タ

イ電 気 通 信 訓 練 セ ン タが 最 初 で あ る が,以 来,パ キ ス タ ン電 気 通信 研 究 セ ン

タ,メ キ シ コ電 気 通 信 訓 練 セ ン タ及 び イ ラ ン電 気 通信 研 究 セ ン タの3セ ンタ

を加 え,計4セ ンタ あ り,こ れ らは いず れ も良 好 に運 営 され て お り,そ の実

績 は,我 が 国 の海 外 技 術 協 力 セ ン タの 中 で も高 く評 価 され てい る。 現在 協 力
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第2-8-7表50年 度 まで の電波 ・放送 関係 開発調 査実績

年度

41

42

43

44

46

47

48

調 査 別

タ イ

テ レビジ ョン放送網

建設計画調査

パキ スタン

テ レビジ ョン放送網

建設計画調査

ウガ ンダ

テ レビジ ョン放送網

拡充計画調査

カンボデ ィア

電気通信及 び ラジオ

・テ レビジ ョン放送

網拡充計 画予備調 査

カンボ ディア

ラジオ ・テ レビジ ョ

ソ放送施設拡充 計画

調査

ザイール

放送 セ ンタ建設計画

調査

ガーナ

テ レビジ ョン放送網

拡充 計画調査

ザ ンビア

テ レビジ ョン放送網

拡充計画調査

ザイ ール

放送 センタ建 設計画
調査

イ ン ドネ シア

無線航行援助 システ
ム整備計画予備調査

派遣期間

101日

104

lll

49

25

14

53

40

37

14

人員数

7名

8

9

6

4

4

6

7

7

1

内 容

テ レビジ コン放送網拡充計画策定の

ための調査

パ キスタンにおけ るテ レビジ ョン放

送局の位置,放 送区域 中継方式の決

定等のための調査

テ レビジ ョン放送網拡充計画 策定の

ため の調査

ブ ノンペ ソ ・主 要都市 間マイ クロウ

エーブ回線網建設調査 及び ラジオ ・

テ レビジ ョン放 送網整備拡充 に関す

る予備調 査

プ ノンペ ンの ラジオ 。テ レビジ ョン

放 送施設の整備 拡充計画に関する調

査 並びに同計画の実施に対する具体

策の勧告

放送センタ建設計画の構想に関する

調査

新設予定の テ レビジ コン放送局及び

中継用 マイ クロウエーブ回線ル ー ト

の調査

テ レビジ ョン放送網拡充計 画の再検

討及び 同放送網 の実 施設 計のための

調査

放送 セ ンタ建設計 画作成のための調

査

イ ン ドネ シアの主 要海域を カバ ーす

る無線航行援助 システム建設計画 に

関する予備調査
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年度

48

49

50

調 査 別

ペル ー(第 一次)

テ レビジ ョン放送網

拡充計画調査

ケ ニ ア

国営放送網拡充計画

事前調査

ペル ー(第 二次)

テ レビジ 。ン放送網

拡充計画調査

アフガニスタン

テ レビジ ョン放送計

画事前調査

イン ドネシア

電子航行援助 システ

ム等設置計画事前調

査

イ ン ドネシア

テ レビジ ョン放送網

改善事業 プ ロジ ェク

ト調査

派遣期間1人員数

80日

14

84

25

24

12

9名

3

5

4

2

1

内 容

テ レビジ ョン放送網拡充計画策定の

ための経済的,技 術的調査

FM及 び テ レビジョン放送網拡充計

画に関す るフィージ ビリティ調査の

ための事前調査

テ レビジョン放送網拡充計画第一 次

調査に引 き続 く山岳地域の置局調査

テ レビジ ョン放送局建設計画 策定に

関する事前調査

イ ン ドネ シア主要海峡の電子航法 シ

ス テム導 入の可能性等航行援助施設

設置計画立 案のための事前調査

テ レビジ 。ン放送網改善計画の審査

(注)こ れ らの 調 査 に つ い て は,調 査 完 了後 報 告 書 説 明 の た め,ウ ガ ンダ(43年 度

分)に つ い て は44年 度 に18日 間2名,ザ ン ビア(47年 度 分)に つ い て は48年 度

に14日 間3名,ペ ル ー(48年 度 分)に つい て は49年 度 に20日 間5名,ペ ル ー

(49年 度 分)に つ い て は 同年 度 に13日 間2名 が 派 遣 され た 。

中 の各 セ ン タの概 況 は,第2-8-8表 の とお りで あ る。

第2-8-8表 海外電気通信訓練 ・研究セ ンタの概況

セ ン タ 名 開設年月 概 況

タイ国モ ソク ッ ト

王工科大学(旧 タ

イ電気通信訓練 セ

ンタ)

35年8月

(44年度

に大学に

昇格)

本大学通信工学科は,旧 タイ電気通信訓練 センタ

が3年 制 のノ ンブ リ電気通信大学 に,次 いで5年 制

の大学 に昇格 した もので,こ の間昭和50年 度末まで

に1億9,846万 円の機材が我 が国か ら供与 されてい

る。50年 度 には教官 として電 気通信 ・放送関係の5
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セ ソ タ 名 開設年川 概 況

パキス タン電気通

信研 究セ ンタ

イ ラソ電気通信研

究セ ソタ

38年ll月

47年9月

名の専門家が派遣 された。

同大学 では,校 舎移転を含む大学整備計 画 に 基 づ

き,ノ ンブ リか ら ラカバ ン地 区への校 舎新築移転計

画を推進 中であ り,昭 和51年6月 には新 校舎落成記

念式典 の開催が予定 され ている。

この計画 について,我 が国か ら無償援助 として実

験室等 の建 設費及 び実験 用機材の購 入 費 総 額9億

5,320万 円が供与された。

また,こ の記念式 典の際に催 され る電気通信展に

対 し我が国の協力が要請 され,そ の協力内容策定の

ため51年3月8名 の打合せチ ームが派遣 された。

我が国の専門家が受け持 ってい る教科 目を早期に

タイ国へ引 き渡すための カウ ンターパ ー トの我が国

への受入れ も行 ってお り,50年 度 に は3名 を受入

れ,研 修を実施 した。

本 センタは,同 国の必要に適合す る電気通信機器

の研究開発を行 うもので,我 が 国か ら50年度末 まで

に総額1億7,024万 円の機材が供与 された 。

50年 度 には5名 の専門家が派遣 され てい る。 同国

は現 セ ンタを所在地 ハ リプールか ら首 都イス ラマバ

ッ ドへ移転 させ 中央電気通信研 究所 として整備拡充

しようとす る計画 を有 してお り,我 が国は この計画

に関 し事 前調査 を行 うため48年 度,49年 度に専門家

を短期に派遣 してお り,51年 度には同研究所建設計

画調査団が派遣 される予定であ る。

同国は,建 物,実 験 用機材等約20億 円の無償援助

を我が国に期待 してい る。

また,50年 度には,カ ウソタパ ー ト7名 を受入れ研

修を実施 した。

本 センタについては,50年3月 協定を2年 間延長

し引 き続 き同国におけ る電気通信分野 の研究 開発 の

促進を援助す ることと した。

この センタ協定 に基づ き,50年 度末 までに総額2

億1,627万 円の機材が我が国か ら供与 され ている。

50年 度には電気通信電波関係か ら9名 の専 門家 を

派遣 して お り,ま た,本 セ ンタ協定終 了時 までの協
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セン・名 臓 朝1 概 況

メキシコ電気通信

訓練 セγタ

42年12月

力計画策定等に資するため2名 の専門家(短 期)を

派遣 し調査を行 った。

また,50年 度には カウンタパ ー ト1名 を受入れ研

修 を行った。

本セ ンタに関す る協定は,46年,48年 の2回 延長

され,こ の間,電 気通信に従事す る初級か ら上級の

職 員の訓練 に十分 な成果を上げている。

我が国が供与 した機材は,50年 度末 までに総額1

億8,199万 円 とな ってお り,50年 度には6名 の専門

家を派遣 してお り,ま た,本 センタ協定 期間満 了に

伴い,今 後のセ ンタの運営,供 与機材の保守状況等

について調査を行 うため2名 の専門家(短 期)を 派

遣 した。

なお,メ キシコ政府は,メ キシコシティ郊外に大

規 模な新校 舎の建設計画を推進 してお り,51年 度に

は完成 し,移 転す ることが予定 されてお り,訓 練内

容の拡充強化を図 ってい る。

(3)資 金 協 力

通信分野における資金協力は,37年 度にパキスタン電信電話拡張計画に対

して日本輸出入銀行から供与 された円借款に始まるが,そ の後漸次増加 し,

対象プロジェクトもマイクロウェーブ回線網建設,電 話網拡充整備,衛 星通

信地球局建設,テ レビジョン放送局建設等多岐にわた り,被 供与国もアジア

地域か ら,ア フリカ,中 南米地域に広がってきている。

また,借 款供与機関も当初は主として日本輸出入銀行であったものが,最

近では日本輸出入銀行による借款よりも融資条件の緩い海外経済協力基金に

よるものが増加している。50年 度末までの円借款供与プロジェク トは63件で

あり,そ の内容は第2-8-9表 のとお りである。

このほか,無 償協力としてはシンガポール衛星通信地球局建設,タ イ ・ラ

オス間マイクロウエーブ回線建設及び タイ国モンクット王工科大学校舎等建

設の三つのプロジェクトについての贈与並びにフィリピン電気通信施設拡張
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改 善 プ ロジ ェ ク トに対 して賠 償 に よる援 助 が,50年 度 末 まで に行 わ れ て い

る。

3今 後の課題

以上述べたように,通 信分野において,我 が国はアジアを中心として,中

近東,ア フリカ,中 南米の開発途上国に対して技術協力及び資金協力を行っ

てお り,国 際間の相互理解,友 好関係の樹立に大きな成果をあげてきた。今

後ますます増大すると予想される通信分野での我が国への国際協力の要請に

応 じていくためには,次 のような配慮が必要とされる。

第一は,コ ンサルタン トの育成強化である。開発途上国,特 に石油産出国

等では開発プロジ山クトを実施してい く場合,技 術力が不足しているため,

当初の開発調査,計 画立案から入札資料作成,工 事監理,更 には工事完成後

の保守,運 用,訓 練まで一貫して協力できる総合的なコンサルタン トを必要

としている実状である。特に通信の分野は高度に技術性が強いため,国 際コ

ンサルタントの需要 も非常に高いので,我 が国においてもその育成強化が必

要である。

第二は,海 外大規模プロジェクトに対する協力促進である。開発途上国の

多様化に伴い,石 油産出国等の富裕な国では開発プロジ占ク トが大型化巨大

化する傾向にあ り,通 信分野においても例外でない。したがって,従 来の協

力パターンでは時宜を得た対応が不可能である。このため,総 合的な コンサ

ルタン トの育成に加えて,経 済協力の見地から,準 備調査の促進,輸 出金融

の拡充,保 証保険制度の確立等,側 面からの支援措置が通信分野においても

必要となっている。

第三は,個 々の援助 プロジ占クトの策定に当たって,対 象国に対する総合

的,長 期的視野に立 った検討が必要であり,こ の た め の資料の整備及び国

別,地 域別計画の策定である。これにより,単 に相手国からの要請に基づい

て協力活動を行 うのではなく,相 手国の実情に即 した通信シ ス テ ム の在 り

方,優 先順位等を検討した上で,技 術協力 と資金協力の間に有機的関連を持
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たせた協力活動を行っていく必要がある。

第四は,技 術協力専門家の養成,確 保である。通信分野における技術協力

専門家の需要は,研 修員の指導,現 地調査,現 地指導及び企画,助 言活動等

の面で,今 後ますます増大することが見込まれる。この需要に応ずるため,

通信技術はもちろん教育技法,語 学,現 地事情に通 じた専門家を 数 多 く養

成,確 保する必要がある。

第五は,海 外からの研修員の受入施設の整備である。政府ベースによる通

信関係の技術研修は,現 在,郵 政省のほか電電公社,国 際電電,NHK,民

間放送,通 信機器 メーカ等の自社職員のための訓練施設等を利用 して行って

いる。 このような状況では,今 後増大する研修需要に対処していくことは困

難であ り,我 が国がこのような要請に応 じて効果的な国際協力活動を行って

ゆくためには,通 信分野における専門の研修施設の整備を検討する必要があ

る。



第2-8-9表 通信分野 にお ける円借款一覧表

鞭 畿鉾縮 供 与 先 金 額
(百万 円) 議 筏蠣 幣翻 対

貸出状況
象(50年 度 備

末)
考

19621963.1.31パ キ ス タ ン

(二 次)

計

572輸 銀6

5721

515電 信電話施設拡張計画 終 了 同軸搬送電話

19631963.9,21パ キ ス タ ン

(三 次)

計

19641964.10. 5パ キ ス タ ン864

(四 次) 計
864

37輸 銀5.75

37

輸 銀5.75

5

5

15マ イ ク ロ ウエ ー ブ回 線 施 設 計 終 了 ラ ワル ピ ンジ ・

画 マ リー間

15テ レ ビジ ョ ン放 送 局 整 備 計 画 終 了 カ ラチ ・ダ ッカ

1965 1965.4.26

1965.7.4

台 湾1,278

イ ラ ン6,120

計7,398

輸銀

〃

5.75

〃

3

〃

15

18

通信施設 改善計 画

マイ クロゥエーブ回線 網計 画

終 了
〃

19661966.7.20

1966.II.22

1966.ll.23

ウ ガ ン ダ438

マ レ イ シ ア1,350

(一 次)
3,251

2,445

404

ナ イ ジ ェ リ ア6,500

計14,388

輸銀

"

〃

〃

〃

"

57
ロ5

5
'
"
'

''

8

騰 孟テレビジ・ン放送網 終 了
西 マ レイ シア加入者電話網拡

充計画
西 マ レイ シア通信計 画

西 マ レイ シア ラジオ ・テ レビ
ジ ョン放送網整備計画

東 マ レイ シア ラジオ放送局計
画
同軸 ケーブル建設計画

〃

〃

〃

岬

0

マイクロウエ ー
ブ回線計画,衛

星地球局等

ラ ゴス ・カ ドナ

間

19671967.7.11

1967.10.17

1968.1.12

韓 国360

パ キ ス タ ン252

タ イ(一 次)5,303

計5,915

5

F◎

F◎

7

3

FD

PD

金

銀

基

輸

720

518

〃 〃

市外電話拡張事業(1)終 了

テ レビジ ョン放送局整備計画"

首都圏電話増設計画 〃

1

蔭
N
①

卜δ



鞭 朧 舗 供 与 先 金 額 供与
(百万円)機 関 翻 喬騨講 対

貸 出状況
象(50年 度 備

末)
考

1968 1968.7.2

1968.10.30

イ ソ ドネ シア

韓 国

計

461

870

648

1,979

基金

〃

〃

3.5

"

〃

7

〃

〃

20

"

〃

沿岸無線網計画

ジャワマイ クロ計画

市外電話 拡張事業H

終 了

〃

"

マ カ ッサ ル,ポ

ン チ ア ナ ッ ク,

ノミレ ン!ミ ン

パ ン ドン ・ス ラ

バ ヤ 間

19691969.7.4

1969.7,4

1969.i2.15

1970.2,7

イ ン ド ネ シ ア

中米経 済統 合銀行
(CABEI)

パ キ ス タ ソ

(九 次)

計

522基 金

315〃

2,304車 命銀

756"

648〃

4,545

3.5

〃

6.5

5.25

〃

7

-1

4

5

71

20

〃

15

18

〃

東部マイ クロ計 画

沿岸無線網整備計画

中米5か 国を結ぶマ イクロゥ
エーブ網建設計画

電信電話発展計画

ラジオ放送網整備計画

ンデヤ
間

バ

ル

ラ

サ
ス
パ

了

"

終

19701970.6.23 イ ン ド ネ シア2,527基 金3.5

755〃"

1970.6.25韓 国517基 金3.5

1970.10.9シ ン ガ ポ ー ル392〃4.5

計4,191

720東 部 マイクロ計画

''"通 信施設改善計画

720市 外電話拡張事業 皿

5"衛 星通信地球局建設計画

一 部 デ ンパ サ ル ・マ

カ ッサ ル 間

"電 話 ケー ブル,

ARQ,テ レ ッ ク

ス 短 波

終 了

"イ ン ド洋衛星用

G。
軸

圖
覇
藤

圏
簿
q
圖

19711197-i… ネ ・ア 239基 金3 725沿 岸無線 網整 備計画 終 了

1

お
『
1



年度

1971

1972

供与 約 束成
立年月日

1971.8.9

1972.2.26

1972.3.15

1972.3.29

1972.3.29

1972,4.12

1972.7.24

1972.8.14

1972.Il,21

1973.1.23

供 与 先

イ ン ド ネ シ ア

台 湾

南 ヴ ィエ トナ ム

シ ン ガ ポ ー ル

ペ ル ー

マ レ イ シ ァ

(二 次)

計

タ イ(二 次)

イ ン ド ネ シ ア

中米経済統合銀行
(CABEI)
パ ラ グ ァ イ

ザ ン ビ ア

金 額(
百万円)

2,120

30

5,400

2,030

800

4,000

614

174

445

15,852

6,000

117

508

未 定

3,657

610

2,100

1,800

未 定

翻剣供機
金

銀

金

銀

基

輸

基

輸

〃

11

3

〃

5.5

3

4.5

5.5

〃

11

〃

11

rD

3

銀

金

"

輸

基

〃

銀

金

銀

輸

基

輸

''

仔

6.5

4

''

4.75

舗 網 対 象

7

'

3

7

5

11

11

71

71

7

〃

〃

''

3

rO

''

7

25

〃

15

25

20

"

18

11

11

O

rD

2

2

''

2

0

1

2

〃

20

ジャカル タ電話 ケーブル計画

スラウ ェシVHF計 画

電信電話拡張計画

首都圏電話網拡充計画

衛星通信地球局第ニ ア ンテナ
建設計画
マイク ロウエ ープ回線建設計

画
電話網拡充計画

ラジオ放送中継局拡充計画

テ レビジ ョン放送網拡充計画

首都圏電話 施設 拡張計 画

沿 岸無 線網整 備計 画

ジャカル タ電話 ケー ブル計 画

ジャカル タ ・ボ ゴール間同軸
ケーブル計画
ラジオ及びテ レビジ ョン放送

網拡張計画

中米5か 国テ レコム計画

マイ クロウエ ーブ通信施設計

画衛
星通信地球局建設計画

ラジオ ・テ レビジ ョン網拡張
計画

貸出状況(
50年 度

末)

部

了

一

終

部

了

部

了

一

終

一

終

11

71

部

了

〇

一

終

0

一 部

終 了

一 部

〃

0

備 考

太平洋衛星用

心
bσ
oo

卜∂

山
〉

切
田



年度

1973

1974

供 与約 束
成立年月日

1973.1.24

1973.5.11

1973.7.27

1974.8,14

1974.8.26

1974.9.20

1974.12.9

1974.12.17

1975.2.28

供 与 先

韓 国

計

マ ダ ガ ス カ ル

イ ン ド ネ シア

十
昌
=
ロ

タ イ

マ レ イ シ ア

イ ン ドネ シア

ア ル シ ェ リア

ジ ョ ル ダ ン

リ ベ リ ア

二

金 額
(百万円)

6,200

20,992

2,200

832

1,221

4,253

6,000

未 定

'

''

〃

2,011

12,000

3,000

1,800

24,811

ロ
　覆与

関
供
機 騰 醐 対
齢 … 「 ・1・ ・

(ザ ソ ビア,イ ン ドネ シ
ア未 定 分 を 除 く。)

基金
"

〃

輸銀
〃

'

'7

金基

"

ー

"

銀輸

57

4

2

内

4

5

'

''

2.75

'

3.75

〃

'

''

〃

4.0

7

0

'

7

〃

"

''

10

'

7

"

'

"

〃

11

匿
)

0

2

3

20

〃

"

''

30

-

25

〃

〃

"

''

'

(マ レイ シア,イ ン ドネ シ
ア未 定 分 を 除 く。)

象

通信施設拡張計画

貸 出状況(
50年 度

末)

一 部

議 ロウエーブ通信撮 設 一 部
テ レビジ ョン放送網拡張計画o
ジ ャカル タ ・モ ーバイル電 話o

交換機計画

首都圏電話施設拡張計画

電気通信網拡充計画

ラジオ放送中継局拡充 計画

テ レビジ ョン設備及 び放送施

設拡張計画

テ レビジ ョン放送網改善計画

中波 ラジオ放送網計画

同軸 ケー ブル建設計画

マイ クロゥェーブ網建設計画

第二地球局建設計画

第一地球局SPADEシ ステ
ム設置計画

都市電話 施設拡充計画

電気通信網拡充計画

一 部

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

備 考

オ ラ ン ・コ ンス

タ ンチ ー ヌ間

ア レム セ ン ・ア
ンナ バ間

。。
柚

圖

蔭
b⊃
㊤



年度

1975

供 与 約束
成立年月日

1975.7.1

1975.10.7

1975.12.16

供 与 先

パ ラ グ ァ イ

タ イ

ア ル ジ ェ リア

計

金 額
(百万 円)

2,000

9,550

(1,400)

lI,550

り

　簿与
関

供
機

基金

11

11

4.0

'7

3.75

据置期返済期
間(年)間(年)

5

7

''

20

汀

25

対 象

マイ クロウエ ーブ通信施設設

置計画

長距離電話施設拡張計画

マイ クロウエ ーブ網建設計画

貸出状況
(50年度

末)

0

0

0

備 考

アル ジ ェ ・ラ グ

ァ ッ ト及 び コ ン
ス タ チ ヌ ・テベ

ッサ 間

僑
co
O
ー

bO

(注)Ll975年 のアルジ ェリアに対す る円借款額 は,1974年 の同国に対す る円借款供与額 の中か ら支 出 され る ものである。

2.「 返 済期間」 は,据 置期 間を含 んだ期 間である。


